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　朝鮮民主主義人民共和国 ( 以下、朝鮮 ) では 2009 年 11 月 30 日から 12 月
6 日までの 1 週間にわたって貨幣交換が実施された。今回の貨幣交換は、建国
前の 1947 年 12 月に「圓」を北朝鮮銀行券「ウォン」に交換した「貨幣改革」
から 5 回目となる。また、通貨単位の切り下げ、すなわちデノミネーション ( 以





活しか待ち受けていないことになる」( 今村 [2010] )、また、「北朝鮮のデノミ
は明らかな失敗に終わった」( 姜英之 [2010] ) といった文章が掲載されている。
  こうした否定的な論調に対して、国営通信である朝鮮中央通信社は、2010
年 3 月 29 日に「メガフォンキャンペーンの黒幕」と題する報道を発表した ( 朝
鮮中央通信 2010 年 3 月 29 日発 )。そこでは、アメリカ、日本、韓国で、「( 朝











る。デノミの模範として評されるフランス ( 1960 年実施 ) でさえ、その成果が






　筆者は 2010 年に 2 度にわたって訪朝し、現地の経済専門家と討論する機
会を得た。1 回目の訪朝は 2 月 1 日から 14 日であり、面談者は社会科学院の
李基成教授と社会科学院経済研究所の金哲準所長 ( 当時 ) である。2 回目の訪
朝は 2010 年 7 月 5 日から 17 日であり、面談者は社会科学院の李基成教授、
社会科学院財政金融研究室の李哲雄研究士である。
　社会科学院は、1952 年 12 月 1 日に設立された。当初は、科学院のなかの
社会科学部門として運営されていたが、1964 年 1 月 14 日に科学院から分離
して現在の社会科学院となった。こんにち、社会科学院は「社会科学分野の研
究事業全般を受け持つ中央機関であり、社会科学のすべての部門科学の総合的




情報研究室は 2000 年に設置され、北南経済協力研究室は 2008 年に設置さ










　解放後の朝鮮における貨幣交換は今回で 5 回目になる。1 回目の貨幣交換は
1947 年 12 月 6 ～ 12 日に実施された。その内容は、植民地時代の朝鮮銀行
券「圓」を北朝鮮中央銀行券 (1) の朝鮮ウォンに交換するものであり、交換比
率は 1 対 1 とされ、交換限度額が設けられた (2)。
　2 回目の貨幣交換は 1959 年 2 月 13 ～ 17 日に実施された。その内容は、
①北朝鮮中央銀行券と朝鮮中央銀行券を 100 対 1 の比率で交換する、②券種
を 100 ウォン、50 ウォン、10 ウォン、5 ウォン、1 ウォン、50 チョンの紙
幣と 10 チョン、5 チョン、1 チョンの鋳貨とする、③交換比率に即して生活
費と商品価格、サービス料金などを再評価する、というものであり、交換限度
額は設定されなかった。
　3 回目の貨幣交換は 1979 年 4 月 7 ～ 12 日に実施された。その内容は、①
交換比率は、1 対 1 とする、②券種は従来通りとするものの、50 チョン紙幣
の代わりに 50 チョン鋳貨を発行する ( 1987 年からは 1 ウォン紙幣の代わりに 1
ウォン鋳貨を発行 )、というものであり、交換限度は設けず、価格改定について
も言及されなかった。
　4 回目の貨幣交換は 1992 年 7 月 15 ～ 20 日に実施された。その内容は、
①交換比率は、1 対 1 とする、②券種は変更せず、紙幣のみを新旧で交換し、
鋳貨は従来のものを利用する、③交換限度額を設ける (3)、というものであった。















場合 100 分の 1 に、貯金の場合は 10 分の 1 とする、③交換期間は、2009 年
11 月 30 日から 12 月 6 日までの 1 週間である、④期間内に交換しなかった
貨幣や不法に海外に持ち出された貨幣は無効とする、⑤生活費 ( 給与 ) は従来
通りの額面で支払う、⑥銀行利子率は、従来通り 3.6 ～ 4.5% である、⑦ 12
月 3 日に国営商店と食堂に新価格が示され、4 日から新価格での営業となる、
⑦外貨の使用は禁止し、外国人や在外朝鮮人は換金所で朝鮮ウォンに両替する、
⑧貨幣交換以後、朝鮮中央銀行が発行する券種は、紙幣が 9 種 ( 5000 ウォン、
2000 ウォン、1000 ウォン、500 ウォン、200 ウォン、100 ウォン、50 ウォン、10 ウォ































2009 年 12 月 7 日 )。





に対して、過去の貨幣交換では、2 回目は『労働新聞』1959 年 2 月 13 日に、















　今回の貨幣交換は、交換比率を 100 対 1 とするだけでなく、交換限度額も
設けている。理論的に見ると、交換比率は商品交換の利便性を改善するだけで
ある。他の条件が一定ならば、あらゆる商品の額面価格も 100 分の 1 に下が
るからである。これにたいして交換限度額の設定は、ダイレクトに貨幣の吸収
の意味がある ( 今回の場合は 10 万ウォンが交換限度 )。
　もちろん、中央銀行では交換限度額以上の貨幣については「保管証」を発行
し、将来的には返還するとしているが、仮に返還されたとしてもそこには利子





おり、正確には掴みにくい。参考に、『朝鮮新報』日本語版 2010 年 1 月 20 日は、
「コメの場合、国定価格は 1 キログラム＝ 44 ウォンが、市場ではその数十倍
の値で取り引きされた」と報じている。コメ 1 キログラム＝ 44 ウォンの国定
価格は、2002 年 7 月 1 日に定められたものであり、当時は市場の価格に近付
けることが目的とされた。




( すなわちトレードオフ ) の関係ではなく、食糧は絶対価格となる。したがって、




























しかし、苦難の行軍 ( 1995 年から 2000 年 ) の時期にはこれを肯定する論調が
登場し始めた ( 文浩一 [1999] )。そして、2003 年に農民市場を総合市場として
改編し施設の拡充と制限の緩和をはかった (5)。人々はこれまで以上に市場を通
じて消費生活を営むようになった。






































式」であり、その主体は生産単位に存在する「予備 ( 余ったもの＝引用者 )」であり、






に比べて規模が大きいので帳簿上の決済 ( 無現金取引 ) である場合が多く、取







古いデータであるが、2003 年に国連農業機構と世界食糧計画 ( FAO/WFP ) で
は朝鮮の家計調査を行っている( FAO/WFP[2003] )。図1から一目瞭然なように、
人々は収入のほとんどを食料に支出している。
　図 1 は、2003 年調査時点のデータに基づくものであり、支出先のほとん
どが食糧配給システムであるとされているが、近年の実際はそうではない。









不明なので、ここでは FAO/WFP の資料を利用する。それによると 2009 年の
穀物生産量は 517 万トンである。FAO/WFP ではさらに、517 万トンのうち
コメを精米基準（65%）にしてジャガイモを穀物換算（25%）にすると、使用
可能量は 448.4 万トンだとしている。そして、この使用可能量から飼料用（15
万トン）と種子用（21 万 9000 トン）と在庫ロス（55 万 4000 トン）を考慮すると、
最終的に 356.1 万トンが食用として使用可能ということになる。
　2008 年のセンサスによると朝鮮の人口は約 2400 万人であるので、上記の











































基準配給量 ( グラム )
0 341,461 1.420 100
1 ～ 2 684,392 2.845 200
3 ～ 6 1,391,060 5.783 300
7 ～ 12 2,333,373 9.701 400
13 ～ 15 1,232,804 5.126 500
16 ～ 60 15,141,730 62.954 750
61 ～ 2,927,411 12.171 300
合計 24,052,231 100 ――














( 出所 )Central Bureau of Statistics [2009] をもとに筆者作成。(2) の 1 日当た
　　　りの基準配給量は、訪朝時、金日成党高級学校の全龍三教授からの聞き








年 3 月 24 日最高人民会議常任委員会で修正補充、以下、「発券法」) では「当該の
機関が承認する」( 第 14 条 ) となっているが、2001 年に発行された金日成総





















表 2　国家予算の歳入および歳出総額と収支 (2002 ～ 2009 年 )
　( 万ウォン )　　　  　　　　　　 
年 歳入 歳出 収支
2002 28,992,900 29,790,100 202,800
2003 33,232,400 32,343,200 889,200
2004 33,754,600 34,880,700 － 1,126,100
2005 39,185,700 40,540,300 － 1,654,600
2006 40,925,500 41,926,000 － 1,000,500
2007 43,416,400 44,060,400 － 644,000
2008 45,876,700 45,109,000 7,6700
2009 54,635,063 51,537,380 9,7682







よいわけではない。デノミは以下の 3 つの条件が必要とされる ( 日本経済新聞










検証できないが、第 2 の問題については、少なくとも国家財政が 2008 年か
ら黒字に転換していることからインフレの進行速度は低下したものと考えられ
64














いわば法人税のようなものであり、生まれた利益から、原価と生活費 ( 給与 )
と自己充当金を除いたものである。国家予算収入では国家企業利得金がその 7
割程度を占めている。これの近年の伸び率は上昇傾向にあり、その前提となる
工業生産の伸び率は、2008 年の場合 9% 増、2009 年は 11% 増であったと発
表されている。
表 3　年別国家予算歳入の項目別伸び率の内訳 ( 前年比、%)
2006 2007 2008 2009 2010
総予算収入 7.1 5.9 4.0 5.2 6.3
国家企業利得金 7.2 6.4 4.7 5.8 7.7
協同団体利得金 23.2 4.5 0.4 3.1 4.2
固定財産減価償却金収入 1.8 9.6 2.3 6.1 2.5
不動産使用料収入 12 5.4 3.1 3.6 2.0
社会保険料収入 14.1 15.1 1.1 1.6 1.9
財産販売および価格偏差収入 1.7 ―― ―― ―― ――
その他収入 0.9 ―― ―― ―― ――


























つまり、独自の運転資金 ( 資本金 ) が必要ということなのだが、今回の貨幣交








ると、2009 年の朝中貿易は前年比 4% 減となったが、月別で見ると 12 月は
26.3% 減少し、他の月と比べて際立っている。
　貨幣交換から 2 カ月ほど経過した 1 月 20 日に外貨の交換レートを 1 ドル










　第 2 に、2002 年 7 月 1 日の賃金と物価の調整の際に制定した価格を基準
に調整する。その基本は食糧である。2002 年当時にコメは 1 キログラム当た
り 40 ～ 46 ウォンであったのを 24 ウォンに、トウモロコシは 29 ウォンであっ
たのを 14 ウォンに引き下げた。その他に、食用油 ( キログラム当たり ) は供給
不足により 2002 年以後 210 ウォンに引き上げたが、今回 180 ウォンに再び
引き下げた。卵も 2002 年当時は 8 ウォンとしたのをその後 12 ウォンに引き
上げたが、今回再び 8 ウォンに引き下げた。日用品も調整し、たとえば石鹸
は 30 ウォンを 25 ウォンに、歯磨き粉は 50 ウォンを 30 ウォンに引き下げた。
ただし、食糧価格の引き下げは住民に供給される範囲内に限定される。工業用
の穀物は 2002 年当時と同じく、たとえばコメは 1 キログラム当たり 40 ウォ
ンに据え置いたという。
　第 3 に、財政歳出を減らすために、非生産的支出は減らす方向で調整して
いるという。たとえば、2002 年 7 月以後に増えた行政機構を再調査し、不必
要な管理機構を調整する、などの措置がとられている。
　第 4 に、労働行政事業を整備し、特に女性の社会進出を促すとしている。
2006 年から市場を徐々に規制しており ( たとえば、食糧の取引は禁止している )、
第 3 章　貨幣交換とマクロ動向
67
そこから生まれる労働力 ( 特に女性 ) を活用し、家内作業班の組織を推進する
など 8.3 人民消費財生産 ( 副業による生産 ) を奨励しているという。
  第 5 に、中央銀行を中心とする貨幣流通システムを強固にする。特には、企





































慮金 ( 農民 1 人当たり 1 万ウォン ) 以外に、買い上げ制度を変更してインセンティ
ブの強化をはかるというものである (11)。今回、農場が国家に納付する「国家























































表作 2010 年 2009 年
コメ 570 4.3 2426 569 4.1 2336 0.1 3.6 3.7
トウモロコシ 503 3.1 1683 503 3.4 1705 － 0.4 － 1.2 － 1.3
その他穀物 13 1.5 19 13 1.8 22 0.0 － 17.2 － 17.3
ジャガイモ 48 3.3 158 50 2.8 139 － 3.8 15.4 12.2
豆類 90 2.0 154 68 2.0 149 24.2 － 27.7 3.2
小計 1224 3.6 4441 1203 3.6 4352 1.7 0.4 2.0
裏作 2010 年 2009 年
秋春麦 104 2.3 240 104 2.0 203 -0.7 58.1 15.4
ジャガイモ 133 3.2 427 133 2.9 390 0.4 8.2 8.5
小計 237 2.8 667 237 2.5 593 － 0.1 11.1 11.0
協同農場合計 1461 3.5 5108 1441 3.4 4945 1.4 1.8 3.2
自留地含む
合計 1786 3.0 5333 1766 2.9 5170 1.1 1.9 3.1










FAO/WFP の報告によると、今後 1 年間に 86 万 7000 トンの食糧不足が予
想されている。そのうち、32 万 5000 トンは商業的に輸入する計画であり、














 (1) 朝鮮中央銀行は、ソ連占領軍の 1946 年 1 月 15 日付命令によって 1 月 19 日に





は交換比率を 1 対 1 以上に、貯金額が少ない場合は交換比率を 1 対 1 として漸
次的に変換する」としている ( 金日成総合大学出版社 [2001: 75] )。木村編 [2011]
に収録されている「北朝鮮に通用する新貨幣発行と現行貨幣交換に関する決定書」
( 北朝鮮人民委員会法令第 30 号 1947 年 12 月 1 日付 ) には、交換限度額の詳細
が示されている。それは以下のようになっている。(「円」表記は木村編 [2011]
の訳文のままとする )。
  第 4 条 新旧貨幣の交換限度は、これを次のように決定する。
  ( ｱ ) 北朝鮮農民銀行に対する交換額は、同銀行の法定金額を限度とする。
  ( ｲ ) 国家機関、国営企業所、政党、 社会団体および消費組合に対しては、その
保有現金金額を預金するものとする。その預金は 1947 年 12 月 13 日から
これを支払い、北朝鮮人民委員会が決定した限度額内でこれを実施する。






  ( ｴ ) 労働者、事務員 10 名未満を使用している民間企業家、手工業者、小商人
および自由職業者に対する交換額は、各自の現金保有額中、事業所得税また
は自由所得税の課税標準額 1 カ月分の 50% を超過し得ない。課税標準額証
明書は地方財政機関がこれを発給する。
  ( ｵ ) 国家機関、政党、社会団体および各種企業所に勤務する労働者、事務員お
よび生活上国家補助を受ける者に対する交換額は、各自の所持現金中、前月
分収入賃金額を超過し得ない。
  ( ｶ ) 農民に対する交換額は現物税を納付する農家にたいしては毎戸 700 円を超
過し得ない。
  ( ｷ ) 専門学校学生および大学生に対する交換額は、1 人当たり 1 カ月分の国家
奨学金支給額に準ずる。
  ( ｸ ) 教会、聖堂、その他宗教団体に対する交換額は、各自の現金保有額中、
1947 年度 11 月までの月平均現金支出額の 50% を超過し得ない。
  ( ｹ ) 以上に列記された以外の人民に対する交換額は各自の現金保有額中、戸主
1 人当たり 500 円、満 18 歳以上の同居家族 1 人当たり 200 円として計算
した金額を超過し得ない。
  ( ｺ ) 北朝鮮地域に駐屯しているソ連軍隊およびソ連人民に対する交換は、各自
が所属している機関の財政部署で実施し、ソ連駐屯軍司令部が別途規定した
ところに依る ( 木村編 [2011:500-501] )。
 (3) 金日成総合大学の教科書では、「限度額を超える貨幣については漸次的に返還
することにした」となっている ( 金日成総合大学出版社 [2001: 88] )。また、当
時朝鮮に居住していたチョ・ミョンチョル博士は、「1 人当たりの交換限度額を
300 ウォンとする一方、それ以上については世帯当たり 2 万ウォンまで貯金とし
引出可能額を 1 人当たり 3000 ウォンに限定した」と述べている ( チョ・ミョンチョ
ル [2009] )。
 (4) 銀行との距離が 4 キロメートル以内は当日中に、5 キロメートルまでは 2 日、8
キロメートル以上は 3 日以内に入金しなければならないとされている ( 金日成総
合大学出版社 [2001:136] )。
 (5) 『月刊祖国』2005 年 4 月号 ( 朝鮮新報社 ) によると、国家は、住民数が 3 万～ 4
万人の市と郡には 600 ブースを、4 万～ 6 万人に対しては 900 ブースを、5 万
72




 (7) 国家企業利得金が全体の予算に占める割合は、おおよそ 7 割ないし 8 割程度だ




 (8) 第 1 百貨店、第 2 百貨店、西平壌百貨店、東平壌百貨店、光復百貨店、児童百貨店。






 (11) これ以外にも決算分配における配慮があったという。通常、10 月にはほとんど
の農場で収穫が終わって決算分配が行われ、国家による農産物の買上が行われる。
今回の貨幣交換実施に伴い、決算分配は 1 カ月ほど遅らせて、12 月以後に決算
分配を実施した。つまり農民は新しい貨幣で決算分配を受けたということである。
 (12) 収穫高のうち、国家義務納付が除かれた後に、農民の食糧 ( 平均 1 人当たり年
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